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Ⅰ 発展するアジアは経済成長のために

開発協力の枠を超えていた

アジアは南南協力の元祖である。バンドン会

議は，グローバルサウスを導く光であった。し

かしアジアは，グローバル・ガバナンス・シス

テム，特にルールに基づく貿易システムと，製

造業への外国直接投資（FDI）体制にしっかり

と根ざした協力の道を選んだ。アジアの成長経

験は，貿易，投資，開発協力が主導する成長の

重要性を強調している。東南アジア諸国連合

（ASEAN）は，この成長モデルの好例である。

工業化とそれに伴う繁栄は，ASEANの社会経

済と人間開発の指標を向上させた。このサブ

リージョンは現在，世界で最も洗練されたバ

リューチェーンを有している。東南アジアの初

期の発展は，日本やアメリカなどの先進国から

受けたODAの賜物であった。しかし，開発の

臨界量とその後の成長は，定期的な FDI の流

入，貿易統合の拡大，財・サービスの国内消費

によって達成された。

ASEAN は早くから FDI 主導の成長を導入

してきた。1970 年代から 1980 年代にかけて，
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発展するアジア
：新たなグローバル経済構造
における南の主導権

1955 年のバンドン会議以来，グローバルサウスは長い道のりを歩んできた。南南協力のあり方そのもの

が，グローバルサウスという言葉の根幹を問い直すような変貌を遂げたのである。戦後および植民地支配後の

経済構造におけるグローバルサウスの進化は，食料，農業，産業，インフラ整備における自給自足を目指した

ものであった。ほとんどの発展途上国では，貧困の緩和，保健，教育が重要な社会経済的関心事であった。激

しく二極化する世界秩序の中で，国際貿易と経済成長のための政治的に都合のよい戦略として，多くの発展途

上国が南南協力を選択した。この協力は，国際連合（UN）とその関連機関における投票パターンにおける連

帯とともに，戦略的利益にも及んだ。アジア，アフリカ，南米，小島嶼国の国々は，発展途上国間の経済・技

術協力の後ろ盾となった。非同盟運動と 77カ国グループは，国連貿易開発会議（UNCTAD）を通じて国連

システムの支援を受けながら，グローバルサウス間のこの協力を主導した。ブエノスアイレス，カラカス，ハ

バナ，マラケシュ，ドーハでは，南南協力のいくつかの行動計画が討議された。すべての行動計画は，国際金

融機関への統合レベルが異なる南半球諸国間の経済・技術協力に重点を置いていた。



この地域では ODA と FDI の水準はほぼ同等

であった。1990 年代になると，連結性インフ

ラと生産ネットワークへの投資により，FDI

を加速させる条件が整い，ODA 主導の成長は

後景に退いた（図1）。

もうひとつの貴重な教訓は，カンボジア，ラ

オス，ミャンマー，ベトナムの後発開発途上国

（LDCs）の成長を促した ASEAN の役割であ

る1)。ASEAN のこれらの国々における ODA

と投資のリバランス，そしてその結果としての

成長は，開発途上国間の経済成長のための協力

にとって貴重な教訓となる。

同様に，インド，そしてそれに続く南アジア

や西アジアにおける成長モデルも，産業やサー

ビスへの投資が投資主導の成長を引き起こして

いる点で，同様の様式を踏襲している。ASEAN

とインドだけで世界貿易の約 10％を占めてい

る。

世界のさまざまな地域間で，製造能力とグ

ローバル・バリューチェーン（GVC）への参

加にはまだ大きな開きがある。産業発展の 2つ

の重要な指標である製造業付加価値（MVA）

と製造業輸出は，世界貿易における発展途上国

の役割を説明している。アジアは人口が多いに

もかかわらず，GVC への参加において高い競

争力を持っている（図2）。
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図1 ASEAN（シンガポールを含む）における政府開発援助，海外直接投資，およびそれに対応する

GDP成長率（10億ドル）

LHS=左目盛，RHS=右目盛

出典：経済協力開発機構，国連貿易開発統計会議の統計，世界銀行，2017 年，ASEAN Statistical Highlights

2022 の情報より筆者作成。



東アジアには発展途上国がいくつか存在する

にもかかわらず，この地域は経済協力開発機構

（OECD）加盟国のはるか先を行き，それに近

づいている。特に発展途上国における 1人当た

り MVA は，工業生産，輸出，貿易統合を通

じた地域の雇用主導型成長について，より現実

的な姿を示している（図 3）。また，バリュー

チェーンへの参加の度合いも示している。

東南アジアとインドは，過去数十年間，世界

金融危機の間中，世界の経済成長を支えてき

た。アジアは，貧しい国々が中・高所得国へと

変貌を遂げた唯一の地域といえよう。アジア

ン・タイガーの経済的変貌はよく知られてい

る。その後，特に国際貿易や多国間プラット

フォームにおける ASEAN と中国の驚異的な

台頭は，ルールに基づくシステム，グローバ
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図2 2021年の地域別の製造業による付加価値（10億ドル）

注 1：中東・北アフリカと北米は 2020 年のデータ。その他は 2021 年のデータ。

注 2：製造業とは，ISIC15〜37区分に属する産業を指す。付加価値とは，すべての生産高を合計し，中間投入を差し引い

た後の，ある部門の純生産高である。付加価値は，製造された資産の減価償却費や天然資源の枯渇・劣化を控除せず

に計算される。付加価値の原産地は，国際標準産業分類（ISIC）改訂 3版によって決定される。データは米ドルベー

ス。（世界銀行データに基づく）。

出典：世界銀行World Development Indicators 2022

図3 2021年の1人当たり製造業付加価値（億ドル）

注：中東・北アフリカと北米は 2020 年のデータ。それ以外は 2021 年のデータ。

出典：世界銀行World Development Indicators 2022.



ル・ガバナンス・メカニズムに組み込まれた平

和と安全，そして国際貿易法の遵守によって可

能となった。

発展するアジアはまた，グローバル・ガバナ

ンスにおける開放性と改革，そして多国間主義

の強化に挑戦するグローバルな逆風に対して

も，しっかりと立ち向かってきた。しかし，こ

の地域の政府は，長期的な多国間解決策よりも

短期的な二国間計画を好む傾向が強まってい

る。これは，米中対立の管理に向けた対応に

見られる。また，新型コロナウイルス感染症

（COVID-19）が大流行した際，健康危機と経

済危機の双方に対応するため，グローバルサウ

スのいくつかの地域が孤立無援となった際に

も，この傾向が見られた。

アジアは，その繁栄のためにグローバル・シ

ステムに依存し，貿易の大部分をグローバルな

貿易ルールに依存している。今こそ，発展する

アジアがグローバル・システムとその改革につ

いてリーダーシップを発揮する好機である。

Ⅱ 発展するアジアがグローバル･ガバナ

ンスにおける南の役割を再定義する

貿易とグローバル投資におけるアジアのリー

ダーシップとその経済規模は，新興経済秩序に

おけるアジアの重要性を世界に認識させてい

る。アジアには，貿易と投資の両面で最も開か

れた市場がある。その経済ダイナミズムは，新

たな GVC や投資の協力計画，そして契約規定

を通じて，現代的かつ未来志向的なものとなり

つつある。グローバル・システムはアジアの利

益にとって不可欠である。

近年，発展途上国や新興国が世界の成長を牽

引してきた。2000 年から 2018 年までの国内総

生産（GDP）成長率は，OECD諸国が 1.8％で

あったのに対し，アジアは年平均 7.4％，アフリ

カは 4.6％であった（AUC and OECD，2019）。

2008 年には，世界経済における途上国・新興

国経済のウェイトが初めて 50％を超えた

（OECD，2018）。北から南までの国際的なガバ

ナンス・メカニズムと制度は，世界経済の地理

的なこの変化をまだ十分に反映し，適応してい

ない。

国際社会が新たな協力体制を構築するには時

間がかかる。成長経験に基づく漸進的なアプ

ローチによって，現在および将来のグローバル

な課題に直面した際に，より効率的な，対等な

立場の協力モデルを確立することができる。発

展するアジアは，既存のガバナンス・メカニズ

ムや制度を超えた協調と相乗効果において主導

的な立場にある。今やアジアは，先進国や成熟

経済圏と緊密に連携しながら，発展途上国や新

興国市場の成長と強靭性を実現する共通の存在

となっている。

Ⅲ G20の途上国は世界経済の成長と

強靭性に取り組んでいる

Group of 20（G20）は，世界の主要先進国お

よび開発途上国の政府間フォーラムで，19 カ

国（アルゼンチン，オーストラリア，ブラジ

ル，カナダ，中華人民共和国，フランス，ドイ

ツ，インド，インドネシア，イタリア，日本，

韓国，メキシコ，ロシア連邦，サウジアラビ

ア，南アフリカ，トルコ，英国，米国）と欧州

連合（EU）で構成され，これらの国々は世界

の GDP の 85％，国際貿易の 75％，世界人口

の 3 分の 2を占めている。またG20 は，貿易，

農業，インフラといった主要な開発分野におい

28 世界経済評論 2024年1月2月号

特集 世界経済秩序の行方とグローバルサウス



て，G20 内外の途上国が成長と強靭性を確保す

るための議論や戦略的行動を行う国際経済協力

の主要なフォーラムとなっている。発展するア

ジアからは，インド，インドネシアが現在，イ

ンド，インドネシア，ブラジルで構成される

G20 トロイカ（現在，前回，そして次期 G20 議

長国の 3か国で構成される）の一員となってい

る。トロイカが 3つの途上国と新興経済国で構

成されるのは初めてのことであり，彼らに大き

な発言力を与えている。2025年の南アフリカ

の議長国就任を加えると，G20 のアジェンダに

おける途上国のリーダーシップは継続すること

になる。

G20 には，グローバルな舞台における主要な

アクターが参加している。G20 には北から南ま

での国々が参加し，国際協力におけるさまざま

な経験を兼ね備えている。G20首脳会議は，多

国間主義，グローバル化，国連の持続可能な開

発目標（SDGs），気候変動，GVC，デジタル

経済，インダストリー 4.0，連結性，質の高い

インフラ，金融包摂，女性と若者の起業家精神

など，主要なグローバルな課題に関する政策討

論の重要なプラットフォームとなり，政策の方

向性を示している。2022 年のインドネシア，

2023年のインドを皮切りに，2022 年から 2025

年にかけて，アジア，南米，アフリカにまたが

る 4つの発展途上国が G20 の議長国となり，

そのアジェンダを推進する機会を途上国経済は

与えられている。インドネシア，インド，ブラ

ジル，南アフリカという 4つのG20 議長国は，

世界の多様な地域の新興市場をリードしてお

り，G20 の開発アジェンダを強化する機会を提

供する。これらの G20 議長国は，包摂性を促

進し，経済成長，貿易と投資，サプライチェー

ン，デジタル経済とデジタルデバイド，保健，

教育，社会保護アジェンダを通じた人間の能力

開発，持続可能で包摂的な金融，持続可能な開

発と気候変動対策，その他の重要な国際協力分

野に関して，共通の意見をもたらすであろう。

現在の議長国や次期議長国もまた発展途上経

済に位置づけられる国であり，既存のツール，

条約を超えて，グローバルな行動を再考するた

めの対話に新たな視点をもたらすことができよ

う。インドネシアとインドは議長国として，貿

易ルールや弾力的な GVC，食料安全保障，グ

ローバルヘルス，デジタル経済などに幅広く取

り組んできた。インドが議長国を務める先の

G20 では，アフリカ連合が G20 メンバーに加

わった。これは，すべてのステークホルダーが

グローバルな課題に対して新しい形の協力を試

みることができ，新たなガバナンスとルールに

基づく秩序において，発展するアジアがグロー

バルサウスをリードしていることが示されたも

のと言えよう。

Ⅳ G7はG7非加盟国に強靭な

サプライチェーンを求めている

G7広島首脳コミュニケは，アジアの新興国

および開発途上国（これらの国々は，グローバ

ル・サプライチェーンの主要なプレーヤーであ

り，また同様に，公正で透明な国内市場を有す

る，ルールに基づく貿易システムの支持者であ

る）と協力するための G7 アウトリーチ行動計

画を貿易大臣に課した。このアウトリーチ・ア

クション・プランの目的は，途上国との協力を

含め，G7 の枠を超え，世界的なパートナーと

の対話に参加し，協力的なアプローチをとるこ

とである。国際的なルールや規範を推進するた

めの途上国との協力は，貿易を促進し，経済の
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回復力を促進する。G7 は，世界中のサプライ

チェーンをより強靭で持続可能かつ信頼性の高

いものにするため，途上国経済に手を差し伸べ

ている。これには重要鉱物のサプライチェーン

も含まれる。公正で，開放的であり，透明性，

安全性，多様性，持続可能性，トレーサビリ

ティとルールを確保し，市場ベースの重要鉱物

の貿易を追求することは，市場の混乱とサプラ

イチェーンの政治化を防ぐことにもなる（G7，

2023）。

G7 は，現在の地政学的環境は，透明性，多

様性，安全性，持続可能性，信頼性，そしてす

べての人にとって公平であり，地球市民のニー

ズに応える，強靭ななグローバル・サプライ

チェーンを構築することが必要であると宣言し

ている。そのためには，G7以外のパートナー，

特にサプライチェーンやグローバルな貿易シス

テムに不可欠な参加者である途上国のパート

ナーの役割が重要となる。

ASEAN共同体とインドは，G7 および非 G7

加盟国の中で，強靭で信頼できるサプライ

チェーンの推進力を満たす能力を持つ，発展す

るアジアの 2 つの重要なメンバーである。

ASEANとインドを含む発展するアジアの強み

は，強力な生産ネットワークと弾力性のあるサ

プライチェーンにある。ASEANとインドは，

発展するアジアの製造能力と効率的なサプライ

チェーンを代表している。2022 年，輸出総額

に占めるインドとASEAN の GVC 参加率は，

それぞれ 35％と 46％という驚異的な数字を記

録した。両メンバーは，安定した地域内および

グローバルなサプライチェーンの価値を強調し

ている。このような貿易統合は，生産者と市場

の双方が透明性と柔軟性を維持する中で，イン

フラの連結性，サプライチェーンの効率化，貿

易パートナー間の貿易円滑化を通じて達成され

てきた。発展するアジアのサプライチェーンの

強靭性は，COVID-19 の流行によって引き起こ

された需給ショックの挑戦を受けた。ASEAN

とインドは，供給ショックからいち早く立ち直

り，その後，域内外の商品やサービスに対する

大きな需要を満たすことに成功した。発展する

アジアは，G7広島首脳コミュニケで構想され

た，商品とサービスのための多様で新しいサプ

ライチェーンにおいて，効率性と信頼性を提供

するのに最も適しており，実際その準備が整っ

ている。

多様で，強靭で，信頼できるサプライチェー

ンの追求は，重要鉱物のサプライチェーンにも

及んでいる。需要と供給，そして安全保障，持

続可能性，環境保護に対する責任といった要素

間の循環性は，信頼性が高く，安全で持続可能

な重要鉱物のサプライチェーンを構築すること

によって確保することができる。昨今の地政学

的変化の下では，持続可能な成長と環境ガバナ

ンスのルールにコミットする信頼できるパート

ナー間での重要鉱物の相互依存が唯一の道であ

る。発展するアジアとアフリカや南米を含むグ

ローバルサウス全体の役割が，重要鉱物のため

の新しく，多様で安全かつ信頼できるサプライ

チェーンを支えることになる。発展途上国を巻

き込むことは，新たなサプライチェーンや多様

なサプライチェーン，そしておそらくはより長

いバリューチェーンに関連するコスト増を相殺

するのに役立つだろう。連結性，規制・政策協

力，技術共有への投資の増加は，G7 と途上国

の間の新しいパートナーシップに暗黙のうちに

含まれている。
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Ⅴ 新しいグローバル･アーキテクチャーへ

の発展するアジアのユニークな貢献

発展するアジア諸国の国際競争力と地域およ

び GVC への統合は，その包摂性によって際

立っている。発展するアジアにおける貿易統合

は，中小零細企業の世界貿易への参加を拡大す

ることによって達成されてきた。アジア開発銀

行（ADB）の報告書によれば，中小企業はア

ジア全体の企業の 96％以上を占め，アジア大

陸における民間部門の 3 分の 2に雇用機会を提

供している（ADB, 2015）。

G7 は，サプライチェーンの強靭性と信頼を

実現するための主要原則を，透明性，多様性，

安全性，持続可能性，信頼性によって定めてい

る。発展するアジアは，レジリエントなサプラ

イチェーンを実現するために，包摂性という重

要な原則を追加的に提供している。強靭なサプ

ライチェーンに高い原則と実利を提供するアジ

アの発展途上国や新興国の役割は，地域と世界

の繁栄と安全保障にとって不可欠な存在であ

る。

Ⅵ グローバルサウスと先進国は，繁栄

と安全な未来のために発展するアジ

アに目を向ける

二国間協力は快適なメカニズムを提供する

が，より大きなパートナーにとっても多くの点

で有利である。豊かで安全な未来のために，発

展するアジアは，グローバルサウス，先進国，

そしてグローバル・ガバナンスシステムにプ

ラットフォームを提供し，多国間協力の価値を

確かなものにしてゆく。COVID-19 の流行や

ウクライナ戦争のような突発的な出来事，国際

貿易の鈍化や重要市場における商品需要の低迷

のような構造的な問題，サプライチェーンの多

様化，安全性，弾力性の背後にある地政学的・

経済学的ニーズは，すべて多国間協力を強化す

る機会である。これらすべてにおいて，発展す

るアジアが牽引役となっている。2022 年にイ

ンドネシア，2023 年にインドで開催された

G20首脳会議は，まさにこのリーダーシップを

示すものであった。G20 首脳会議は，開発ア

ジェンダを新興経済アーキテクチャーに近づけ

た。

気候変動に関する地域行動を強化し，インフ

ラと投資をめぐる原則とルールのコンセンサス

を構築し，国内のエネルギーシステムを強化

し，デジタル経済における規制の一貫性を促進

し，新興技術に関する共通基準を設定すること

で，発展するアジアがグローバルサウスのため

更に貢献できることは間違いない。そして，グ

ローバル・サプライチェーンと新興経済構造に

おける現在の強みをさらに拡大する上で，発展

するアジアはグローバルサウスからの信頼でき

る結果志向のカウンターパートとみなされてい

る。アジアは，貿易とサプライチェーンの連

携，そして G20 や G7 といった多国間プラット

フォームや協力枠組みにおけるリーダーシップ

を通じて，途上国経済と先進国経済の架け橋と

なる独自の役割を獲得してきた。

開発の未来は，まさにグローバルサウスの未

来であり，1 世紀近くにわたり多くの国々に安

定と繁栄をもたらしてきた多国間主義とルール

に基づくグローバル・ガバナンスの回復と結び

ついている。多国間主義もグローバル・ガバナ

ンスも，それ自体のために存在するのではな

い。両者にとって究極の試練は，包摂的で持続
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可能な繁栄を生み出すことである。発展するア

ジアは，台頭しつつあるグローバル経済アーキ

テクチャーの中で，ルールに基づく多国間主義

に影響を与え，その形成者となるという課題と

機会の両方に直面している。発展するアジアの

模範は，多国間において多様性を認め，誰一人

取り残すことのないものとなる一助となるであ

ろう。

［注］

1）ベトナムは後発開発途上国ではなかった。所得水準は低く，

経済的脆弱性もあった。ベトナムには優れた人的資本があ

り，現在では発展途上国における投資主導の経済成長の強力

な例となっている。2021 年，ベトナムの商品輸出額は 3350

億米ドルで，ASEAN 諸国の中で 2番目に多かった。シンガ

ポールは ASEAN でトップの輸出国で，4560 億米ドル

（2021 年）である（出典：ASEANStats）。
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